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Aviation in the United States: 
How COVID-19 and President Biden will Affect the Landscape in 2021 and Beyond

はじめに
米国の航空業界はCOVID-19のパンデミックとそ

れに伴う旅客需要の減少によって甚大な影響を

被った。これは米国の航空業界にあって9.11同時多

発テロ事件後の影響を上回る、過去最大級の危機で

あった。しかしながら2021年第2四半期が終わろ

うとする今、ワクチン接種が急速に進んだことで需

要は回復の兆しを見せ、国内線に限っては2021年

内に大きく回復することが見込まれている。

今後、米国で運航する内外の航空会社は、バイデ

ン新政権と民主党が多数を占める連邦議会による、

従前より厳しい規制・監督に直面すると思われる。

2018年と19年に相次いだボーイング737MAX型

機をめぐる連邦航空局（FAA）の対応には内外より懸

念の声が上がった。その懸念を反映した形で今後の

規制・監督には、安全に関わる監査の強化はもちろ

んのこと、新政権で再び重視されることになった航空

に関わる環境問題、消費者保護、障がい者への対応、

競争法上の諸課題といった幅広い課題が含まれる

だろうとみられている。

COVID-19パンデミック―米国政府による
移動制限措置と航空会社支援策

2020 年 3 月11日 に 世 界 保 健 機 関（WHO）が

COVID-19のパンデミックを宣言し、米国は直ちに

対応して 3 月13日に国家非常事態を宣言した。

米国の航空業界は、その時点ですでに旅客数が10

パーセントから30パーセント落ち込むという影響

は受けていた2。その後、旅客数はさらに急激に落ち

込み、３月末には、わずかになった3。旅客数はこの時

期が底で、その後はゆるやかな増加傾向に転じた４。

21年3月11日からは１日当たり100万人を超える

旅客が空港の保安検査場を通過するようになり、

同年6月に入ると200万人（対2019年同月比約80

パーセント）を超える日が見られるようになった5。

この章では米国の旅行需要に影響を与えた政府の

施策と、米国の航空会社がこの危機を乗り越えるた

めに政府が取った救済策を概説する。

要旨

・米国の航空会社は渡航制限により経営に甚大な影響を
受けた。

・米国政府は経済的支援と規制の柔軟な運用で航空会社
の救済を図っている。

・バイデン政権下で航空会社のさらなる統合は困難である。
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（１）移動制限

①米国疫病対策センターとトランプ政権の対応

米国疾病対策センター（CDC）はパンデミック対

策を主管する連邦政府機関であり、自国民の保護を

目的として、隔離命令をはじめとする人の移動に関

わる命令を出す権限を持つ6。パンデミックの発生と

同時にCDCは移動制限措置を講じ、さらにトランプ

大統領（当時）の指示に対応してその措置を追加し

ている。米国においては大統領が入国管理に関わる

広範な権限を持ち、米国非居住外国人の入国制限を

宣言できるからだ7。

トランプ大統領（当時）は、過去14日以内に中国、

イラン、シェンゲン領域 8、英国、アイルランド、

ブラジルのいずれかに滞在していた非居住外国人

の入国を制限した。2021年1月に就任したバイデン

大統領は、その措置を追認した上で南アフリカを対

象国に加えた。

しかし、実際にはこうした制限にもかかわらず、

対象となった国々に滞在していた米国民、および米

国民以外の永住者の帰国は認められていた。これを

受けてCDCと米国国土安全保障省（DHS）は、特定

の国々から到着した人の入国後の行動を追跡するた

めの措置を講じた。

CDCは特に、中国から到着する

旅客の連絡先情報を収集すること

を運送事業者に指示した。また

CDCは運送事業者がすべての海外

旅行者の連絡先情報を収集する手

順を定めた暫定最終規定を発出

した9。感染症の流行に当たり、個別

の事象について検疫に関する指示

を出す権限と、運送事業者に旅客

情報の提出を求める権限をCDCは

もともと持っているが、そうした権

限を行使することには慎重であった。

一方で、運送事業者の業界は、費用の問題と実務面

の難しさからその規定の導入に反対した。政府と運

送事業者との交渉は数カ月にわたったが、トランプ

政権は接触者追跡計画を実施できず、CDCも最終的

にはその規定の導入を撤回した10。

②2021年も続く入国規制

2021年に入りCDCは、海外からの到着旅客に対

して、出発前検査での陰性結果証明書、もしくは回

復証明書の提示を義務付ける規則を設けた11。これ

は米国民や米国永住者を含むあらゆる海外からの到

着旅客に適用されている。この規則は暫定的に21年

12月31日を期限としているが、延長されるものと

みられている。

米国では連邦政府だけでなく、各州政府や地域の

自治体も移動制限や検疫に関する命令を発出するこ

とができる。感染拡大が著しかったカリフォルニア

州やニューヨーク州などはCDCの規定よりも厳しい、

健康状態申告書の提出や接触者追跡についての規

則を定めている。こうした措置は軽減されてきては

いるが、米国に到着する旅客が、その渡航を制約す

るさまざまな制限規則に直面する状況は、今なお続

いている。
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図表１  米国の航空旅客輸送実績（2019年と2020年の比較）

出所：米国運輸統計局の資料を基に作成。

単位：億人

2019年 2020年

旅客数合計 国内線旅客数 国際線旅客数



7ていくおふ . No.164

F
e

a
t

u
r

e

1

（２）経済的支援

①コロナウイルス支援・救済・経済安全保障法に

　よる救済措置

連邦議会は米国の航空会社への救済措置を迅速

に講じた。2020年3月に制定されたコロナウイル

ス支援・救済・経済安全保障法（CARES法）12が、

航空会社と航空関連企業への経済面での初めての

救済措置であった。具体的には、航空会社の従業員

への20年9月30日までの給与支援が最初の支援策

となった13。これにより旅客便を運航する航空会社

に250億ドル（２兆7,212億円）14、貨物便を運航す

る航空会社に40億ドル（4,354億円）、航空関連の

事業者に40億ドル（4,354億円）が支出された。また、

米国財務省は合計で上限を250億ドル（２兆7,212

億円）とする融資枠を、旅客便を運航する航空会社、

FAAの認定整備場、旅行会社を対象に設定した。

同様に貨物便を運航する航空会社を対象に40億

ドル（4,354億円）の融資枠を設定した15。一方で

CARES法は、役員報酬への補てんや自社株買いな

どを制限し、従業員の雇用規模を維持することを、

支援の条件として規定した16。その

他にも、国内線の運航規模の維持に

関するルールも米国運輸省によっ

て定められた。この時、連邦議会は

減便が及ぼす小規模な地域社会や

周辺産業への影響を精査するよう

米国運輸省に求めた。

②追加コロナウイルス対策・救済法

　による支援

トランプ政権の末期に、連邦議

会 は 追 加コロナウイル ス 対 策・

救済法（Coronavirus Response and 

Relief Supplemental Appropriations 

Act of 2021）17を可決した。これに

は給与支援として旅客便を運航する航空会社に150

億ドル（1兆6,327億円）、関連する事業者に10億ドル

（1,088億円）を追加支出することが盛り込まれていた。

この新たな支援策にもCARES法と同様な条件が付さ

れている18。バイデン大統領に政権が移行した後、

民主党が主導権を握った連邦議会は、米国の航空会社

に対する３度目の給与支援策を採択した。米国救済

計画（American Rescue Plan Act）19の一部として、米国

の航空会社とそれに関連する事業者は、追加の各種支

援策を合計で150億ドル（１兆6,327億円）まで申請で

きるようになった。この2021年9月30日までの施策

にも、それまでのものと同様な条件が設けられている。

連 邦 議 会は空 港に対しても200億ドル（２兆

1,770億円）を超える予算を割り当てた20。これらの

資金は、FAAによってすでに運用されている空港改

善計画基金の仕組みにならって、適切に利用される

ように配分された。

2021年６月の回復傾向が今後も続くとすれば、

国による追加の支援はないものと思われる。米国の

航空会社は、9.11同時多発テロ後に国の融資を受け

COVID-19とバイデン大統領による今後の展開
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図表２  旅客便を運航する主な米国航空会社への給与支援合計額

注：１ドルを108.85 円で換算。
出所：米国財務省資料を基に作成。

単位：億円
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た時と同じように、今回受けた融資も速やかに返済

するであろう。アメリカン航空は国から受けた5億

5,000万ドル（598億円）の融資を、自ら市場で調達

した資金を使ってすでに返済したと報告している21。

その他の航空会社はFFP22 事業を担保に融資を受け

ることを計画していると伝えられる23。

（３）政府命令と指導

米国政府は経済支援策のほかにも、海外から乗り

入れている航空会社をも対象に含むパンデミック期

間中の支援策を講じた。

①発着枠規制の適用免除

パンデミック以前からFAA はニューヨークの

ジョン・F・ケネディ空港とラガーディア空港、そして

ワシントンDCのロナルド・レーガン・ワシントン・

ナショナル空港を混雑度の高い空港（レベル３空港）

に位置付けている。そして、これら３空港の発着枠

（スロット）を持つ航空会社には、発着枠の利用率が

基準を下回った場合にその発着枠をFAAが回収す

るという発着枠規制を課している。パンデミックの

初期に航空会社からこの発着枠規制の適用免除

の請願を受けたFAAは、まず2020年5月31日まで

の免除を決め24、その後、数回の免

除期間の延長を経て、現在は21年

10月30日までとしている25。これ

らに次いで混雑度の高い空港（レベ

ル2空港）のシカゴ・オヘア空港、

ニューアーク・リバティ空港、ロサ

ンゼルス空港、サンフランシスコ空

港の4空港においては、航空会社に

発着枠の既得権益を認める利用実

績の基準を設ける際に、航空会社都

合の欠航に対しては配慮するという

方針を掲げた26。

②安全に関わる規制の救済措置

FAAは乗務員の定期訓練等に関わる実施基準の

一部適用除外規定の設定 27、薬物・アルコールの抜

き打ち検査の年間受検頻度に関わる実施基準への

裁量権の付与28、航空身体検査証明の更新期間の延

長29など安全に関わる規制についても救済措置を導

入している。その他、パンデミックの初期には米国

運輸省が規制の適用除外を暫定的に設けて、米国の

航空会社が旅客機の客室に貨物を搭載して輸送す

ることに道を開いた30。FAAはこれを受けて「運航

者への安全警告」を発出して、貨物を客室で安全に

輸送するために推奨する手順 31を示した。

③補助金の交付条件の緩和

米国ではパンデミック以前から、採算の合わない

地域航空路線を運航する航空会社に補助金を交付

するエッセンシャルエアサービス（EAS）制度が運用

されているが、米国運輸省はその制度に関わる規制

も緩和した。この制度では運航を担う航空会社が、

1日の運航便数や1週間の運航便数の基準を満たし

ていることが補助金の交付条件となっているが、

その基準を満たさない航空会社を処分しないことを

表明している32。
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図表３  航空会社に対する苦情の申し立て件数（2019年と2020年の比較）

出所：米国運輸省資料を基に作成。
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④感染者の運送拒否

米国運輸省は、COVID-19への感染が疑われる旅

客に対して航空会社が運送を拒否することについて、

その法律的根拠を明確にした33。通常、航空会社は

他の旅客や乗務員に直接的な危害を与える感染症

に罹患していることが疑われる旅客の運送を拒否す

ることができるが、その場合、航空会社にはその感

染症の感染力の強さと、これに罹患した場合の重篤

性に基づいて判断することが求められる34。今はこ

れらの評価を、出発前の検査結果において陰性であ

ることという、CDCが示した要件に置き換えること

ができる35。

⑤航空券の払い戻しの対応

航空会社に関わるもう一つの重要な出来事は、

航空会社が欠航便の航空券の払い戻しに応じない

ことは、理由の如何を問わず、不公平で詐欺的な行

為であり、連邦法で禁じられているとの立場を米国

運輸省が明確にしたことだ36。この立場は関連する

連邦法の解釈を示したもので、前例が9.11同時多

発テロの後37と2011年38にある。今回はCOVID-19

の航空旅客需要への影響が甚大であることを考慮

して、米国運輸省の定めた払い戻し方針を航空会社

が順守することを前提にした上で、航空会社が航空

券の払い戻しにすぐに応じないことを米国運輸省が

許容する取り扱いが設けられた。この結果、消費者

から米国運輸省に寄せられた航空券の払い戻しに関

する苦情は、20年は年間で8万9,500件以上と急増

した。今回の取り扱いにより、これらの苦情は受理

されてないため非公式な統計値だが、19年には約

1,500件であったこととは対照的である39。（図表3）

米国運輸省がこれら2020年に寄せられた苦情を

どのように処理するかによっては、21年の航空会社

の業績に大きな影響が出る。航空会社に対して厳し

い指導・監督に転じる場合、すでに経済的な苦境に

立たされている航空会社に巨額な民事制裁金が科

されることがありうる。米国運輸省はすでにこうし

た苦情申し立てを棄却することを決定している40。

ユナイテッド航空に対する２件のケースについて米

国運輸省は、旅客が航空券を購入した時点ではまだ

設けられていなかった制限的な取り扱いをユナイ

テッド航空が不適切に適用しようと試みたものと一

旦は判断した。しかし、その後、ユナイテッド航空

が本来のあるべき取り扱いをすると決めたため、

米国運輸省がこれらのケースについて取り締まるこ

とはなかった41。訴訟となっている100件以上の申し

立てと、相当な件数があると思われる非公式な申し

立てが、共に米国運輸省での裁定待ちとなっている。

米国航空業界の展望
（１）航空輸送の最近の動向と見通し

①国内線は2022年前半にはコロナ前の水準に回復

空の旅がパンデミック以前の水準に回復する時期

を予測するのは難しい。2021年6月1日現在、少な

くとも1回のワクチン接種を受けた人は米国では人

口の50.8パーセントで、必要な接種を終えた人は

40.9パーセントとなっている42。この時点での航空旅

客数は19年実績の70パーセント程度にすぎないが、

ワクチン接種の普及は国内線の予約数を増加させる

要因である。パンデミック期間中は大手航空会社の

収入の大部分は国内線の売り上げであるが、その国

内線の需要は21年の年末から22年の前半にかけて

完全に回復するとの予測も出されている43。

②国際線は低迷が続く

外国への渡航にはさまざまな制限が残るものとみ

られ、国際線の需要については低迷が続くと考えざ

るを得ない。また変異株の出現や他の国々における

ワクチンの接種ペースといった、航空会社も米国政

府もコントロールできない要因にこの需要は左右さ

COVID-19とバイデン大統領による今後の展開
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れる。バイデン政権は特定の国に最近滞在した非

居住外国人については制限を解除していない 44。

さらに、米国民を含むすべての入国者・帰国者に対

して、米国に向かう航空便に搭乗する前のCOVID-19

に関する検査で陰性であることを入国受け入れの

必須条件としている45。バイデン政権は航空機を含

むすべての公共交通機関でマスクの着用を義務化

した46。実際にはその前からすべての航空会社がマ

スクの着用を旅客に要請していたが、連邦政府が義

務化したことでマスクの着用は徹底され、違反者に

は罰金も科されるようになった47。

③苦しい経営が続くボーイング社

パンデミックの影響を強く受けているのは航空会

社のみではない。ボーイング社の2020年の営業損

失はこのパンデミックとボーイング737MAX型機

の運航禁止措置によって、同社の105年間の歴史の

中で最悪となる120億ドル（1兆3,062億円）を超え、

これは19年の損失額の実に６倍である48。21年は

財務状況も改善するとみられるが、多くの航空会社

が新造機の受領を先延ばしすることが予想される。

さらに、今後の航空機開発計画については、同社と

FAAによる安全性に関わる不祥事が原因で信頼性が

揺らいでおり、その影響を受けるだろう49。

（２）航空会社の路線便数計画や経営統合への影響

①影響を受ける路線便数計画

パンデミックは航空会社の路線便数計画にも影

響を与える。米国政府は支援に当たって、支援を受

ける事業者が最低限のサービスを提供し続けること

を条件としているが、その運用には実は裁量の余地

がある。そして、支援を受ける際に交わした誓約書

の期限が2021年の後半に到来し、それ以降、航空

会社は路線便数計画を自由に策定できるようになる。

従って、たとえ全体的には需要の回復傾向が続くと

しても、採算性の低い路線では、さらなる減便があ

り得る。21年の春には米国の航空会社はすでに、

より早い需要の回復が見込まれるレジャー路線の運

航規模を拡大しようとネットワークの再構築を進め

ている50。一方のビジネス路線はこれまで、航空会

社の利益の源泉としてその75パー

セントを生むとされてきたが51、米国

の経済界は業務渡航がパンデミッ

ク前の水準に回復するのは22年以

降になるとみている。

②可能性は低い大手航空会社の

　経営統合

米国の大手航空会社において、さら

なる統合が進むことはないであろう。

9.11同 時 多 発 テ ロ 後 の 混 乱 で、

幾つかの米国の航空会社は破産宣

告に追い込まれた。その後の世界金

融危機は航空会社にさらなる圧力

をかけ、相次ぐ統合へと向かわせた。

特集：コロナ禍で揺れ動く世界の航空業界　　第１部  米国
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2001年以前には、９社で米国の国内線旅客市場の

およそ80パーセントを占めていた52。その後の統合

によって同じシェアを４社で占めるようになった。

デルタ航空は08年にノースウエスト航空を、アメ

リカン航空は13年にUSエアウェイズを、ユナイ

テッド航空は10年にコンチネンタル航空を、そして

サウスウエスト航空は11年にエアトランを、それぞ

れ買収した。過去こうした大きな統合があったが、

これ以上の統合は競争法の問題を惹起すると思われ、

独占禁止法を厳格に運用するとみられているバイデ

ン政権にあって、さらなる統合の可能性は低い。

バイデン政権の政策
（１）COVID-19 感染拡大の抑え込み対策

バイデン大統領はCOVID-19の感染拡大との闘

いに、さまざまな策を講じている53。人の移動に関

わる制限の維持・拡大に加えて、国際線で到着する

旅行者には渡航前の検査結果が陰性であることを

求め、すべての公共交通機関利用時にはマスクの

着用を義務化した。ワクチン接種も積極的に進め

ており、米国でのワクチン

接種回数は今や他のどの

国々よりも多く、人口に

対する接種率では世界で

8 番目（図表4）である。これ

を人口が多い上位50カ国

の中でみると、英国、カナダ

に次いで3番目である54。

このような各種施策は今

後とも継続するとみられて

いる中で、バイデン政権は

国内線の利用時には検査

もワクチンパスポートも必

要としない方針を示して

いる55。カリフォルニア州

やニューヨーク州などは、旅行者のワクチン接種歴

を確認する取り組みを始めている。その他のフロリ

ダ州やテキサス州などは、移動の制限を設けない方

針を示している56。

（２）規制措置

パンデミックの影響への対応に加えて航空会社は、

2021年以降はバイデン政権の下で、より厳重な規制

環境に置かれることになる。トランプ大統領（当時）

は大統領令によって、一つの規制を導入する際は既

存の二つの規制を撤廃することを連邦政府機関に

義務付け、これによって連邦政府の規制制定機関は

大幅に縮小された57。さらにトランプ大統領（当時）

は規制対象の組織に対して、既存の規制の撤廃や修

正についてコメントすることを認める大胆な規制改

革方針を打ち出した58。その結果、米国運輸省にお

いては、新規に提案・採択された規制はほとんどな

く、また既存の規制についても制限的に執行される

ことになった。

バイデン大統領は就任初日に、規制を制定する当

COVID-19とバイデン大統領による今後の展開

シカゴ・オヘア空港でソーシャルディスタンスを取ってチェックインの順番を待つ旅行者 写真：ロイター /アフロ



12 ていくおふ . No.164

局の裁量権を制限していたトランプ前政権の大統領

令をすべて取り消した59。その代わりに、バイデン

大統領とピート・ブティジェッジ運輸長官は、社会

インフラ、環境問題、消費者保護、バリアフリー化

に重点を置いた積極的な規制政策を打ち出すことを

表明した60。連邦議会も、航空に限らない社会イン

フラや環境の問題を取り上げるものとみられる。

活用されていなかった規則の復活も想定される。

バイデン政権は米国運輸省における規制政策の優

先事項を公表していない。障がいのある旅客が安心

して航空機を利用できるようにするバリアフリー

化と、連邦規則集に定められた航空会社の「カスタ

マーサービスプラン」の具体化は以前から存在して

いるテーマである。今後これらは当局の検討課題と

して再度取り上げられる可能性がある。ブティ

ジェッジ長官の下、バイデン政権の米国運輸省によ

るインフラ支出に関して予想される動きは、直接的

には航空機メーカーと空港会社を資するが、間接的

に航空会社にもプラスに働くとみられる61。

おわりに
COVID-19パンデミックの影響下、米国の航空業

界の見通しは依然として不確かなままである。ワク

チン接種ペースの速さや航空旅客需要に回復の兆

しがあるにもかかわらず、専門家は人の移動の拡大

が感染拡大の第４波となる可能性に対して警戒を

解いていない。それでも航空旅客需要の回復は期待

されている。航空会社はその需要に応えるために、

空港発着枠の権益維持に必要な条件から消費者保

護までの、さまざまな規制・監督の基準を満たす必

要がある。航空会社は、コロナ前には当たり前で

あった業務を、COVID-19対策と同時に遂行する

「ニューノーマル」に備えることが大切である。
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